


 

 参-2 

 
参考 マンションの改修に関する参考情報 

 

〈参考１〉 マンション改修に関する建築基準関係規定上の手続き   
１．確認申請について 

・建築物を建築等する場合は、建築主事等に対して、その計画が建築基準法及び同施行令、消防法

等の建築基準関係規定に適合している旨の確認の申請を行う必要があります。具体的には、次の

ような場合には確認申請を必要とします。 
① 建築物の建築 

② 大規模の修繕又は大規模の模様替 

③ 駐車場等の工作物の築造や昇降機等の建築設備の設置 

・確認申請を必要とする「建築」、「大規模の修繕」、「大規模の模様替」、「築造・設置」とは、建築

基準法上、次のような工事をいいます。 

■ 確認申請を必要とする建築工事等 

建築工事 内容 

建築 

・ 建築基準法上、 建築と は、 建築物を新築、 増築、 改築又は移転する こ と をいいます。  

・ 新築、 増築、 改築、 移転の定義は次のと おり です。  

工事種別 定義 

新築 建築物のない土地に、 新たに建築物を建築する こ と 。  

増築 建築物の延べ面積を増加さ せる こ と 。  

改築 

建築物の全部又は一部を除却し た場合、又は災害等によ り 失った場合に、こ

れら の建築物又は建築物の部分を、 従前と 同様の用途・ 構造・ 規模のも のに

建て替える こ と 。  

移転 同一敷地内で建築物を移動する こ と 。  
 

大規模 
の修繕 

・ 修繕と は、 経年劣化し た建築物の部分を、 既存のも のと 概ね同じ 位置に概ね同じ 材料、

形状、 寸法のも のを用いて原状回復を図る こ と をいいます。  

・ 大規模の修繕と は、 修繕する 建築物の部分のう ち、 主要構造部（ 壁、 柱、 床、 はり 、 屋

根又は階段） の１ 種以上を、 過半（ 1/2超） にわたり 修繕する こ と をいいます。  

大規模 
の模様替 

・ 模様替と は、 建築物の構造・ 規模・ 機能の同一性を損なわない範囲で改造する こ と をい

います。一般的に改修工事などで原状回復を目的と せずに性能の向上を図る こ と をいい

ます。  

・ 大規模の模様替と は、 模様替をする 建築物の部分のう ち、 主要構造部（ 壁、 柱、 床、 は

り 、 屋根又は階段） の１ 種以上を、 過半（ 1/2超） にわたり 模様替をする こ と をいいま

す。  

築造・ 設置 
・ 築造と は、 工作物（ 高架水槽、 自動車車庫等） を新設、 増設する こ と をいいます。  

・ 設置と は、 昇降機等の建築設備を新設又は増設するこ と をいいます。  

 

・第２章で示した大規模修繕等の計画修繕に伴う改修工事については、大規模の修繕又は模様替に

あたることは少ないと考えられますが（ただし、昇降機を取り替える場合等については建築設備
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としての確認申請を必要とします。）、第３章で紹介した改修工事のうち、新築（集会所・コミュ

ニティーセンター等の共用付属施設の新築等）、増築（エレベーター等の共用部分の増築等）、築

造・設置（自走式立体駐車場の新築、エレベーターの設置等）については確認申請を行う必要が

あります。また、模様替にあたる工事（集会所・コミュニティーセンター等の建物内の改造、建

物共用部分の改造、耐震補強等）のうち、主要構造部を過半にわたり大規模に模様替をする場合

については、同様に確認申請を必要とします。建物更新については、工事内容や工事範囲により

確認申請の要否が異なります。前述のような工事を行い、増築や大規模の修繕・模様替にあたる

場合には、改修工事や改良工事を行う場合と同様に、確認申請が必要となります。 
・ただし、防火・準防火地域外で、増築・改築・移転に係る部分の延べ面積の合計が 10 ㎡以下の

場合については、確認申請を必要としません。 
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２．建築確認申請における一般的な留意点 

１）既存不適格の扱いについて 
・増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替（以下「増築等」という。）に伴い建築確

認申請をする場合は、当該部分のみならず、建物全体について建築基準関係規定に適合している

かどうかの審査を受けることになります。 
・このため、既存建物が既存不適格（建築当時は適法であったものの、その後に法令が改正され、

改正後の基準に適合していないもの）である場合、増築等をしようとする場合には、建物全体が

現行に適合するようにしなければなりません（以下「遡及適用」という。）。 
・特に、老朽化マンションの場合、建築後の建築基準法等の改正により、構造関係規定の既存不適

格（帯筋比、耐震性等）、防火関係規定の既存不適格（高層区画・竪穴区画、避難施設、排煙設

備、内装制限、非常用昇降機・非常用進入口・非常用照明等）等が生じ、対応が必要となる場合

があります。 
・ただし、遡及適用については、「既存の建築物に対する制限の緩和」措置が設けられており、増

築等を行う際に、引き続き既存不適格とすることができる規定があります。（マンション改修時

に関係する主な規定の概略は次表を参照。また、緩和措置の詳細は「既存建築物の緩和措置に関

する解説集（第３版）（令和７年11月国土交通省）」を参照。）。 
・また、既存不適格建築物の増築等の全体計画を特定行政庁が認定した場合は、最終的に建築物全

体で建築基準法に適合するよう、段階的な改修工事を行うことも可能です（建基法86-8）。 
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■ 既存不適格建築物の増改築等に対する制限の緩和の範囲 

適用除外規定 建築種別 緩和の範囲 

防火壁関係 

（ 建基法26）  

増築 

改築 

・ 基準時（ 既存不適格状態と なった始期） 以降の増改築部分の

床面積の合計が50㎡を超えない（ 建基令137-3）  

増築 

改築 

 

・ 増築又は改築に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れる も ので

ある こ と （ 建基令137-3）  

大規模の修

繕・ 模様替 
・ 全て（ 建基令137-12⑦）  

特殊建築物関係 

（ 建基法27）  

増築 

（ 当該共同住

宅の主たる 用

途に供する 部

分以外の部分

に係る も のに

限る 。 ）  

改築 

・ 基準時以降の増改築部分の床面積の合計が50㎡を超えない

（ 建基令137-4）  

増築 

改築 

 

・ 増築又は改築に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れる も ので

ある こ と （ 建基令137-4）  

大規模の修

繕・ 模様替 
・ 全て（ 建基令137-12⑦）  

共同住宅等の界壁関係 

（ 建基法30）  

増築 
・ 増築後の延べ面積が基準時の延べ面積の1.5倍を超えないこ と

（ 建基令137-5）  

改築 
・ 改築部分の床面積が基準時の延べ面積の1/2を超えないこ と

（ 建基令137-5）  

大規模の修

繕・ 模様替 
・ 全て（ 建基令137-12⑦）  

非常用の昇降機関係 

（ 建基法34②）  

増築 

・ 増築部分の建築物の高さ が31mを超えず、 かつ、 増築部分の

床面積の合計が基準時の延べ面積の1/2を超えないこ と（ 建基

令137-6）  

改築 

・ 改築部分の床面積の合計が基準時の延べ面積の1/5を超えず、

かつ、 改築部分の建築物の高さ が基準時における 当該部分の

高さ を超えないこ と （ 建基令137-6）  

大規模の修

繕・ 模様替 
・ 全て（ 建基令137-12⑦）  

防火地域関係 

（ 建基法61（ 防火地域

内にある 建築物に係る

部分に限る 。 ）  

 

増築 

改築 

 

※ 木造の

場合は外壁

及び軒裏が

防火構造の

も のに限る 。 

・ 基準時以降の増築又は改築部分の床面積の合計が50㎡を超え

ず、 かつ、 基準時の当該建築物の延べ面積を超えないこ と  

・ 増築又は改築後の階数が２ 以下で、 かつ、 延べ面積が500㎡

を超えないこ と  

・ 増築又は改築部分の外壁、 軒裏は防火構造と する こ と  

・ 増築又は改築部分の外壁の開口部で延焼のおそれのある 部分

に20分間防火設備を設ける こ と  

・ 増築又は改築部分以外の部分の外壁の開口部で延焼のおそれ

のある 部分に20分間防火設備を設ける こ と （ 建基令137-10）  

増築 

改築 

 

・ 増築又は改築に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れる も ので

ある こ と （ 建基令137-10）  
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大規模の修

繕・ 模様替 

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分の外壁の開口部で延焼のお

それのある 部分に20分間防火設備を設ける こ と  

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分以外の部分の外壁の開口部

で延焼のおそれのある 部分に20分間防火設備を設ける こ と

（ 建基令137-12⑭）  

大規模の

修繕・ 模様

替 

 

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れ

る も のである こ と  

・ 大規模の修繕・ 模様替を行う 部分は、 延焼のおそれのある 部

分の外壁開口部に20分間防火設備を設置する こ と （ 建基令

137-14、 137-12⑭）  

準防火地域関係 

（ 建基法61（ 準防火地

域内にある 建築物に係

る 部分に限る 。 ） ）  

 

 

増築 

改築 

 

※ 木造の場

合は外壁及び

軒裏が防火構

造のも のに限

る 。  

・ 基準時以降の増築又は改築部分の床面積の合計が50㎡を超え

ないこ と  

・ 増築又は改築後の階数が２ 以下である こ と  

・ 増築又は改築部分の外壁、 軒裏は防火構造と する こ と  

・ 増築又は改築部分の外壁の開口部で延焼のおそれのある 部分

に20分間防火設備を設ける こ と  

・ 増築又は改築部分以外の部分の外壁の開口部で延焼のおそれ

のある 部分に20分間防火設備を設ける こ と （ 建基令137-11）  

増築 

改築 

 

・ 増築又は改築に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れる も ので

ある こ と （ 建基令137-11）  

大規模の修

繕・ 模様替 

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分の外壁の開口部で延焼のお

それのある 部分に20分間防火設備を設ける こ と  

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分以外の部分の外壁の開口部

で延焼のおそれのある 部分に20分間防火設備を設ける こ と

（ 建基令137-12⑭）  

大規模の

修繕・ 模様

替 

 

・ 大規模の修繕・ 模様替に係る 部分が火熱遮断壁等で区画さ れ

る も のである こ と  

・ 大規模の修繕・ 模様替を行う 部分は、 延焼のおそれのある 部

分の外壁開口部に20分間防火設備を設置する こ と （ 建基令

137-14、 137-12⑭）   
２）建築基準法第86条の一団地の総合的設計の対象区域内の新築や建替え 
・ 建築基準法では１つの建築物に１つの敷地が設定され、その敷地単位で建築基準法等の法令を適

用することを原則としています。しかし、団地内の複数の建築物を総合的に設計し建築する場合

に、個々の建築物毎に建築基準法上の敷地を設定するのではなく、全体を一つの敷地とみなして

全体で建築基準法等の法令を適用した方が、合理的な建築計画や土地の有効利用を図ることがで

きる場合があります。このような場合で、特定行政庁が、各建築物の位置及び構造につき、安全

上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときに、建築基準法第86条の「一団地の総合的設計」

の認定等（以下「一団地認定」という。）を受けた場合は、複数の建物を同一敷地内にあるもの

とみなして一部の規定が適用されます。 
・このため、建築時に一団地認定を受けている対象区域内に、新たな建築物の新築又は建替えを行

う場合、増築を行う場合、建築物の位置又は構造の変更を伴う大規模の修繕又は大規模の模様替

を行う場合（例えば、改修工事により、壁の材料・構造、開口部の位置・仕様が変更される場合

が想定される。）などには、当該建築物の位置及び構造が、対象区域内の他の建築物との位置及

び構造との関係において、安全上、防火上及び衛生上支障がない旨の特定行政庁の認定を受ける
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必要があります（建基法 86-2）。なお、特定行政庁によって認定基準を設けている場合がありま

すので、まずは特定行政庁へ確認をしてください。 
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３．増築・大規模の模様替等を伴う改修工事に関する建築基準関係規定上の特記事項 

・ 改修工事についての確認申請における一般的な留意点は上記のとおりですが、第３章で紹介した

改修工事について特に留意すべき建築基準関係規定上の手続きを整理すると次のようになりま

す。 

■ 改修工事に関する確認申請上の特記事項 

改修工事 特記事項 

耐震補強 

・ 耐震補強は一般的に確認申請を必要と する ケースが多いと 考えら れます。  

・ ただし 、 耐震診断の結果を踏まえ、 耐震改修を行おう と する 建築物の所有者は、

耐震改修促進法に基づき 、耐震改修の計画について所管行政庁の認定を受ける こ

と ができ ます。 耐震改修の計画の認定を受ける こ と によ り 、 建築確認の手続き が

不要になり ます。 また、 認定を受ける と 、 建築基準法の既存不適格建築物に係る

制限の緩和、 耐火建築物に係る 制限の緩和等を受ける こ と ができ ます。  

エレベータ ー
の設置 

・ エレベータ ーを設置する 場合には、 建築設備と し ての確認申請が必要と なる 場合

があり ます（ 建基法87-4） 。  

・ エレベータ ーの基準については、 構造上主要な部分は、 摩損及び疲労破壊を考慮

し たエレベータ ー強度検証法（ 平成12年建設省告示第1414号） によ り 基準に適

合する こ と が確かめら れたも のか、 又は、 摩損又は疲労破壊を考慮し て行う 国土

交通大臣の認定を受けたも のである 必要があり ます（ 建基令129-4） 。  

・ その他、 エレベータ ーの荷重、 かごの構造、 昇降路の構造、 駆動装置及び制御器、

機械室の構造、安全装置、適用除外について、所定の規定に従う 必要があり ます。 

宅配ボッ ク ス
の設置 

・ 共同住宅の共用の廊下に宅配ボッ ク ス等（ 宅配ボッ ク ス、 郵便受けその他こ れら

に類する も の） を設置する場合で、 当該部分が共用の廊下と 区画さ れず一体と し

て利用さ れる 場合には、 当該部分の床面積は、 容積率を算定する 際の延べ面積に

算入さ れません（ 建基法52⑥） 。  

 ※ 常時開放さ れている 自動閉鎖式防火戸によ る 仕切り は、 区画と はみなさ な

い。  

・ また、 上記の場合以外でも 、 建築物の床面積の合計の100分の１ までを限度と し

て、 宅配ボッ ク ス設置部分の床面積について、 容積率を算定する 際の延べ面積に

不算入と する こ と ができ ます（ 建基令２ ①③） 。  

・ 宅配ボッ ク ス等の設置によ り 、 新たな壁・ 扉等によ り 共用廊下から 区画さ れる 部

分を形成する 場合や、 廊下の有効幅員が法令に定める基準を下回る など、 建築基

準関係規定に係る 変更が生じ る 場合については、 建築確認申請を必要と し ます。 

建物内の共用
施設等の整備 

・ 共用スペースの増築にあたり 、 一定の昇降機の昇降路の部分又は共用の廊下若し

く は階段の用に供する 部分の床面積は、容積率を算定する 際の延べ面積に算入さ

れません（ 建基法52⑥） 。  

・ 無窓の機械室を集会所に変更し 窓が必要と なる よ う な場合で、 当該変更によ り 建

築基準関係規定に係る 変更が生じ る 場合については、建築確認申請を必要と し ま

す。  

・ 店舗・ オフィ スと し ての利用から 住戸と し ての利用への用途変更は、 類似の用途

（ 建基令137-18） 相互間以外の用途変更に相当する ため、確認申請を必要と し ま

す（ 採光規定等を住宅と し ての規定に適合さ せる 必要があり ます。 ） 。  
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 参-9 

立体駐車場 
の建設 

・ 柱や屋根又は壁を有する 構造の自動車車庫、 自転車置場・ バイ ク 置場の整備にあ

たっては、 防火・ 準防火地域以外の地域で10㎡を超える 場合などは、 建築物と し

ての建築基準法等の適用を受け、 建築確認申請が必要です。  

・ 自動車車庫の築造には、 住居系の用途地域において建築の制限があり 、 用途地域

ごと に建築でき る 規模が異なり ます（ 建基法48・ 建基令130-5、 建基令130-5-5

又は建基令130-８ ） 。 また、 構造、 階数、 床面積等に関係なく 内装制限が課さ れ

ています（ 建基令128-4①Ⅱ） 。 一方、 容積率の算定には緩和規定が設けら れて

おり 、 その建築物の各階の床面積の合計の1/5を限度と し て容積率を算定する 際

の延べ面積に算入さ れません（ 建基令２ ①Ⅳ・ ③） 。 また、 壁を有し ない簡易な

構造の自動車車庫の部分に対し ては、 一般の防火規定は適用さ れません（ 建基法

84-2） 。  

・ なお、 二段・ 多段方式の機械式駐車場については、 工作物と し ての建築基準法の

制限を受ける こ と になり ますが、 原則建築確認申請は不要です。  
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